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1 はじめに

センサスデータを利用した担い手の動向予測は、農家

戸数や集計労働力数に基づいて行われている。ところで、

2000年構造動態マスタ (以下、「構造動態マスタ」)にお

いて、初めて、各調査時点 (1995年農業センサス,2000

年世界農林業センサス)における満15歳以上世帯員の農

業就業状況とその変化が収録された。この特徴を活用す

れば、農家としての動向に加えて、個々の世帯員の動向

をも加味した分析が可能となる。

但し、このためには、農家を統計単位とする「構造動

態マスタ」のデータを世帯員単位のデータに組み替える

必要があり、本稿ではこの組み替え区分の確定を目的と

する。なお、分析には総務大臣の承認を得て入手したデ

ータを利用した (「総統審第128号 (平成14年 3月 2日 )」 )。

2 世帯員単位への組み替え区分の確定

「構造動態マスタ」のデータは、農家区分と世帯員継

続情報とを組み合わせることによって、世帯員単位のデ

ータに組み替えることができる (図 1)。

(1)農家区分 (コ ード① )

農家区分は、 5年間における農家としての変化が、新

設/継続/離農/1995年不明/2000年不明のどの区分に

該当するかを示している。

(2)世帯員継続情報 (コード⑮・⑮・⑫)

世帯員接続区分 (コ ード⑮)は、各調査時点において、

特定個人がある農家の世帯員であつたかどうかを示して

いる。どちらかの時点で世帯員ではなかつた場合、その

時点の世帯員番号 (コ ード⑩あるいは⑭)が 0となる。

また、両調査時点で世帯員であつても、世帯員番号は同

一とは限らない (世代交代が行われると変化する)J。

なお、世帯員継続情報は、 1戸につき32人分が設定さ

れている (各調査時点の農家調査個票において世帯員項

目は16人分ずつが設定されているので)。

(3)組み替え区分の確定

農家区分を主とし世帯員継続情報を従として、世帯員

の動向を区分すると、以下のA～ Gの 7区分になる。

A:農家区分が新設の場合、その農家における世帯員
の接続区分は全員が1995年非接続となり、世帯員

番号は2000年時点分のみが付与される。

農家区分が1995年不明の場合も、その農家におけ

る世帯員の接続区分は全員が1995年非接続とな

り、世帯員番号は2000年時点分のみが付与される。

農家区分が継続の場合、各世帯員の接続区分は、

1995年非接続/継続/2000年非接続のどれかであ

る。1995年非接続の場合、世帯員番号は2000年時

点分のみが付与される。

農家区分が継続で、世帯員接続区分も継続の場合、

世帯員番号は1995年時点分と2000年時点分の両方

が付与される。

農家区分が継続で、世帯員接続区分が2000年非接

続の場合、世帯員番号は1995年時点分のみが付与

される。

農家区分が2000年不明の場合、その農家における

世帯員の接続区分は全員が2000年非接続となり、

世帯員番号は1995年時点分のみが付与される。

農家区分が離農の場合も、その農家における世帯

員の接続区分は全員が2000年非接続となり、世帯

員番号は1995年時点分のみが付与される。

次に、世帯員継続情報を主とし農家区分を従とした場

合においても、各世帯員の動向は上記A～ Gのいずれか

に区分される。つまり、世帯員の動向は上記A～ Gとい

う7区分のいずれか一つに区分でき、しかも、この7区

分以外に区分することはできない。

3 世帯員を単位とした農業就業動向の集計事例

表 1は、1995年時点で農家30戸・世帯員H3人、2000

年時点で農家27戸 。世帯員105人が存在した集落を対象

として、まず、農家の動向を世帯員の動向に組み替え、

次に、経営内における地位の変化
た1)と 自営農業従事日

数の多寡に基づいて世帯員の動向を集計した例である。

表 1からは、例えば、

① 5年間の離農戸数は4戸で、その内、生計責任者の

自営農業従事日数29日以下が 3戸を占めること、

②世代交代した6戸の中で、 2戸はいずれも自営農業

従事日数59日以下の同居あとつぎ予定者が経営責任

者となり、しかも農業専従者になつていること、

③世代交代の中の3戸は農外からの帰農者
キ2)が経営

責任者となっており、自営農業従事日数はいずれも

60～ 149日 であること、

等のように、農家戸数単位の動向に加えて、世帯員単位
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図1 「構造動態マスタ」の世帯員単位データヘのFJlみ替え
の農業就業動向をも詳細に分析することができる。    4 まとめ
世帯員毎の農業就業動向は、行政地域別のみならず、

農業地域別あるいは経営組織別等に集計することができ   本稿では、農家を統計単位とする「構造動態マスタ」
る。さらに、これらの表から推移確率を算出することに  を世帯員単位へ組み替える手順を検討した。
よってマルコフ過程分析を行うこともできる。 各世帯員の動向は、農家区分と世帯員継続情報との組

注 1:1995年調査項目「続柄」と2000年調査項目「農  み合わせによって一意に確定できることを明らかにする
業経営の責任者等」の関係から導出した。なお、  とともに、組み替えプログラム用のプロック・フローチ
1995年調査項目には「農業経営の責任者等」が  ャートを作成した (掲載略)。
無いので「続柄」を採用した。 また、事例を通して、各世帯員の経営内における地位

注 2:15歳以上となった新世帯員が経営責任者になる  の変化と農業就業動向とを組み合わせた分析が可能にな
可能性もあるが、この事例は該当していない。  ることを示した。
表 1 世帯員毎の経営内における地位の変化と農業就業動向 (あ る集落の例)
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日、口=30～ 50日 、ハ =60～ 140日 、二=150日 以上
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